
原子力発電所の安全確保に関する申し入れ

政府においては、９月 19 日、ようやく原子力規制委員会を発足させ、新しい原子力規制体制

がスタートした。

この間、大飯原発再稼働という課題と向き合ってきた関西広域連合として、安全の確保を第一

義に、政府に対し、大飯原発の再稼働に係る暫定的な基準の公表とわかりやすい説明、中立的で

科学的、客観的規制がなしうる体制の早期整備、万全の事故対策と新たな防災指針等の提示、将

来のエネルギー政策の明確化などを求めてきた。大飯原発の再稼働については、暫定基準による

安全確認であり、限定的な稼働とならざるを得ないことから、新たな安全基準による再審査（バ

ックフィット）を早急に行うこととされていたものである。

しかしながら、いまに至っても、とりわけ早急な対応が求められる大飯原発について、暫定的

な判断基準の下での限定的な稼働が継続している。

原子力規制委員会をはじめとする新しい原子力規制体制が国民からの信頼を得るためには、原

発の新たな安全基準を早急に示すことが必要である。原子力規制委員会の発足を機に、改めて、

次の事項について早急な取り組みを求めるべく申し入れる。

１ 原子力発電所に関する新しい安全基準を早急に示すこと

２ 「大飯原発の再稼働は、暫定的な安全判断による限定的なもの」であることを強く自覚し、

新しい安全基準に基づく再審査を早急に行うこと

３ 原子力災害対策指針の策定など、原子力事故に対する安全体制を早急に確立すること

４ 安全体制の整備にあたっては、プラントの安全性だけでなく、防災体制の確立なども含めた

多重防護を重視するととともに、関西広域連合をはじめ、関係地方公共団体と国、事業者と

の緊密な連携協力体制を構築すること

５ 地方公共団体の防災体制の整備に関し、必要十分な財政措置を講じること
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